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【白馬村の財政状況】 
平成 10 年（1998 年）の長野オリンピックは、白馬村にとって悲願の一大イベントであり、村を挙げての協力により成功裏に終了しま

したが、開催に伴う施設整備などは村に大きな後年度負担を残しました。折しも平成 16 年には国の三位一体の改革による交付税削減な

どもあり財政状況は悪化することに加えて、オリンピック後は景気も冷え込み、村内企業の倒産などもあり自主財源である村税滞納額も

大きく膨れ上がることになりました。村では、歳出の削減、新規発行債の抑制などを続けて、ようやく財政状況も落ち着きを見せてきた

矢先に、平成 26 年には 300 年に一度といわれる神城断層地震に見舞われ、災害復旧などに多額の費用がかかり、後年度負担も再び増加

しました。 

基金残高は、全ての基金を合わせた総額が令和２年度決算時に過去 20 年間で最も多い金額となり、明るい兆しが見え始めましたが、

神城断層地震の災害復旧事業債やごみ処理広域化に対する一般廃棄物処理事業債など近年新規発行した村債は、据え置き期間が終了し、

元金償還が始まったことにより実質公債費比率は上昇に転じ、令和２年度決算では 12.2 となりました。令和４年度からは給食センター

建設事業債や新防災情報配信システム事業債に対する元金償還が始まり、その元金償還額は７億円を超え、平成 19 年度の償還額に並ぶ

金額になります。実質公債費比率が高くなると地方債の発行について長野県と協議が必要となり、その数値は 18.0 以上ですので、これ

以上その比率を増加させないように、一般会計における投資的経費については、より一層厳しい判断が求められます。 

歳入面でみる白馬村の特徴としては、宿泊施設など大型の家屋が多く、主要な税目は固定資産税であることです。一般的に固定資産税

は住民税などと比較すると景気に左右されない安定的な税目である反面、急な増加は見込めません。 

当村は、積雪寒冷地であり除雪に係る経費は多く、類似団体内でも１、２位を争うほど多い補助費、老朽化する施設の修繕なども年々

増加しており、不足する歳入を賄うためには、新たな財源の確保が必須であることを意識しつつ、いかにして更なる行財政運営の健全化

を達成していくかは、職員全員で常に考えていかなければならない重要な課題となっています。 

【予算編成にあたっての基本的事項】 

１．基本方針 
令和４年度予算も、「白馬村第５次総合計画」の基本理念「白馬の豊かさとは何か ―多様であることから交流し学びあい成長する村

― 」の実現を目指し、村政運営の基本である後期計画に掲げる基本目標の方向性に合致した事業を推進していきます。新型コロナウイ

ルス感染症は、私たちに大変厳しい試練を与えている一方、前例や既成概念にとらわれない社会へと変化をもたらしています。ともすれ

ば、これまで進められなかった課題を一気に進めるチャンスでもあります。 
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白 馬 村 一 般 会 計 （令和４年度予算の概要） 

 白馬の豊かさとはなにか  － 多様であることから交流し学び合い成長する村 － 



令和４年度予算編成を変革のチャンスと捉えて、発想の転換を行い、職員一人ひとりがこれまで以上に「行政が行うべき事業なのか」

「事業効果が上がっているものなのか」「今本当に必要な事業なのか」という視点で再確認しながら、各種施策の優先順位について前例

踏襲すること無く厳しい取捨選択を行い、効果や目標から逆算した事業の再構築に努めることで、将来性のある村づくりのため、全職員

が一丸となり創意工夫をこらして予算編成を行いました。 

１．第５次総合計画後期計画等の推進  

 第５次総合計画後期計画で定めた目標の達成（KPI）と、住民要望などを踏まえた事業に取り組みます。 

２．歳入の確保  

 健全な財政運営を堅持し財政悪化を回避していくためには、更なる収入確保に努める必要があります。 

経済情勢の推移や国の動向を十分に勘案し、職員一人ひとりが創意と工夫のもと新たな財源の確保を図り、さらには各課所管の資産に

ついても、その活用方法により歳入を見込める（生み出せる）ものについては、積極的に進めます。 

 ３．歳出の削減  

 「歳入に見合った歳出」を念頭に、職員一人ひとりがコスト意識を持って、下記の観点において検証し、前例踏襲という固定観念から

脱却して、既成概念にとらわれない徹底した削減を行います。 

２．具体的手法 
１．一般財源の枠配分方式による予算編成作業  

令和４年度当初予算編成にあたっても、社会情勢及び当村の財政状況下から、歳出の徹底した圧縮を行いました。 

昨年度までと同様に一般財源の「枠配分方式」を用いて、まずは歳出予算を削減できない「義務的経費」、政策的な判断が必要な「政

策的経費」、その他の事業費である「経常経費」に分けます。そのあと一般財源の歳入見込額を「義務的経費」、「政策的経費」に充

当し、充当後の一般財源残額を「経常経費」の一般財源として各課に配分しました。各課は配分された一般財源の範囲内で創意工夫の

もと予算を組み立てる、いわゆる「自己責任・自己決定型予算編成」です。「経常経費」の一般財源の配分については、令和３年度当

初予算の枠配分額に対し、同額（ゼロシーリング）を要求限度額として設定しました。 

また、実質公債費比率や将来負担比率の上昇を食い止めるために、令和４年度も地方債の新規発行額は、元金償還額以下に抑える方

針としました。 

２．重点的な施策  

当村の重要な課題として積極的に取り組む新規・拡充事業については、予算要求に先立ち、ヒアリングを実施し、予算の重点事業（＝

政策的経費）として位置付けました。ただし、新型コロナウイルス感染症の感染状況や影響によっては、臨機応変にその必要な対策を

重点事業として掲げます。令和３年度予算と連携して公表されている実施計画についても実施年度の見直しによる後年度へのスライド

などについて検討しました。 
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【重点的に取り組む分野】 

 
第 5 次総合計画で定めた４つの基本目標に重点的に取り組みます。 

  ○安心してみんなが暮せる村 

    効率的で健全な村づくり、支え合う福祉の村づくり、安心・安全の生活を支える村づくりなどを推進 

    ・【新】住民票、印鑑証明書のコンビニ交付による村民の利便性向上 

    ・待機児童の解消に向けた地域型保育事業の推進（【新】小規模保育施設の建設補助）と白馬幼稚園の支援 

    ・長寿命化計画に基づく橋梁の修繕や村道の改良 

  ○新しい仕事をつくりだす村   

農地を守り地産を生かす村づくり、世界水準を意識した観光の村づくりなどを推進 

  ・優良農地の保全及び生産効率性向上のためのほ場整備事業の推進 

  ・世界水準を意識した観光地づくりのため地方創生推進交付金を活用した地域の中核となる企業の取り組み支援 

  ・【新】マウンテンリゾートを目指した村営八方池山荘建替計画の着手 

○一人ひとりが成長し活躍できる村  

  学びあい育てあう村づくりなどを推進 

  ・通学の安全確保（スクールバスの試験運行） 

  ・地域高校である白馬高校支援事業の推進 

  ・長寿命化計画に基づく小中学校施設の計画的な更新 

○魅力ある自然を守る村  

  自然を受け継ぐ村づくり、山岳自然環境を守る村づくり、美しい景観を守る村づくりなどを推進 

・【新】地球温暖化防止を目指した環境保全型営農の支援 

  ・ゼロカーボンシティ宣言の理念に基づく小水力発電施設の建設 

  ・山岳景観に調和した白馬駅前無電柱化の推進 

 

新型コロナウイルス感染症対策に重点的に取り組みます。 

    ・住民の生命及び健康を守るため新型コロナウイルス感染症ワクチン接種の実施 

    ・事業者の円滑な資金繰り対策支援（中小企業融資利子と県制度信用保証料の補給） 
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１ 予算規模 58億 7,600万円 

  前年度当初予算 56 億 3,600 万円と比較し、2 億 4,000 万円（4.3％）の増です。 

 

２ 歳入（説明は 100 万円単位（10 万円以下切り捨て）で記載しています。） 

  村税は、14 億 3,800 万円で昨年度比 2 億 2,000 万円（18.1％）の増です。個人村民税は 3,500 万円（11.6％）の増、固定資産税は、

新型コロナウイルス感染症等に係る課税標準の特例措置の終了により 1 億 9,500 万円（28.1％）の大幅な増で計上しています。村たば

こ税は 500 万円（7.7％）の減、入湯税は 900 万円（25.0％）の減となっています。 

  地方譲与税は、森林環境譲与税などにより 400 万円（6.5％）の増、各種交付金は、過去の実績及び県による収入見込額等をもとに

算出し、地方消費税交付金は 3,600 万円（18.9％）の増、地方特例交付金は、新型コロナウイルス感染症対策による固定資産税の減収

補てん特別交付金が終了したため、1 億 9,500 万円（97.6％）の大幅な減となっています。 

  地方交付税のうち普通交付税については、18 億円で計上しています。国の地方財政計画では前年度を上回る金額の確保となってお

り、前年度の算定根拠などを加味して 3 億 8,300 万円（27.0％）の大幅な増となっています。 

  特別交付税は自治体の特殊事情により交付されるもので、交付額はその年度の特殊事情により増減するものです。除雪経費や観光地

に係る経費など近年の交付実績による通常分に加え、令和４年度は地方創生推進交付金事業費の減や白馬高校寮運営分の減などにより

400 万円（1.3％）の減となっています。 

  国庫支出金は 5 億 8,000 万円で前年度比 1 億 1,500 万円（24.7％）の大幅な増です。 

増額の主なものは、保育所等整備交付金（4,000 万円増）や防災・安全交付金（9,400 万円増）などです。 

  主な内訳は、児童手当国庫交付金 8,700 万円、保育所等整備交付金 4,000 万円、防災・安全交付金 9,900 万円、地方創生推進交付金

6,000 万円などです。 

  県支出金は 3 億 2,100 万円で前年度比 100 万円（0.3％）の微減です。 

減額の主なものは、国民健康保険保険基盤安定負担金（400 万円減）や地籍調査事業補助金（600 万円減）などです。 

  主な内訳は、保険基盤安定負担金 5,600 万円、身体障害者福祉費負担金 3,400 万円、多面的機能支払交付金 2,600 万円、ジャンプ台

管理委託金 4,200 万円などです。 

  繰入金は 3 億 4,300 万円で前年度比 1 億 7,000 万円（33.1％）の大幅な減です。 

  減額の主なものは、財政調整基金繰入金（1 億 2,800 万円減）で、令和４年度においては５年ぶりに当初から財政調整基金の繰り入

れを計上せずに予算編成しました。 

主な内訳は、減債基金 4,800 万円（2,200 万円減）、ふるさと白馬村を応援する基金 2 億 7,300 万円（2,500 万円減）などです。 

その内、ふるさと納税を財源としたふるさと白馬村を応援する基金を充当する事業は、以下のとおりです。白馬村を応援していただ

いた皆様の期待に沿えるよう有効に活用する計画です。 
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・スポーツ振興（スノーハープ維持管理事業、白馬ジャンプ競技場維持管理事業、スポーツ振興事業、スキー大会推進事業、 

中学校教育振興事業、保健体育一般事業、体育施設維持管理事業、ウイング 21 維持管理事業） 

・環境の保全（地球温暖化対策事業、合併処理浄化槽整備事業、塵芥処理事業、し尿処理事業、農業振興事業、多面的機能支払交

付金事業、奈良井湿原保全事業、ほ場整備事業、犬川小水力発電事業、森林整備事業、観光安全浄化対策事業、河川総務事業） 

・国際交流の推進（姉妹都市提携事業） ・地域教育の向上（教育委員会事務局一般事業、社会教育一般事業、文化財保護事業） 

・白馬高校支援（白馬高校支援事業）  ・国際観光地づくり（ケーブルテレビ白馬管理運営事業、平地観光施設管理事業、 

山岳観光施設維持補修事業、21 観光戦略事業、サイクルツーリズム事業、観光安全浄化対策事業、道の駅白馬振興事業、 

土木総務事業、村道改良単独事業、都市計画事業、都市計画マスタープラン改定事業） 

・子育て支援（児童手当等給付事業、母子健康事業、北小学校教育振興事業、学校給食センター事業） 

・事業者支援（企画一般事業）  ・多様性を活かした地域力向上（コミュニティ推進事業、防災事業） 

  村債は 2 億 8,400 万円で昨年度比 1 億 2,600 万円（30.7％）の大幅な減です。 

  減額の主なものは、臨時財政対策債（1 億 8,000 万円減）です。 

主な内訳は、普通交付税の振替分（一般財源）として扱われる臨時財政対策債 7,000 万円、庁舎屋根改修に係る総務債 1,500 万円、

道路改良や除雪機更新などに係る土木債 1 億 5,600 万円、ほ場整備や小水力発電施設設置などに係る農林業債 3,200 万円などです。 

 

３ 歳出（説明は 100 万円単位（10 万円以下切り捨て）で記載しています。） 

 【目的別歳出】 

 議会費 7,300 万円 前年度比 100 万円（2.5％）減 

   会議録反訳料 100 万円、本会議場音響システムリース料 100 万円などを計上しています。 

 総務費 10 億 4,300 万円 前年度比 1 億 400 万円（11.2％）増 

   財産管理事業では主に庁舎屋上屋根防水工事のため庁舎改修修繕工事費に 2,000 万円、企画一般事業では協働のまちづくり推進補

助金として HIS 準備財団などに 2,600 万円、ふるさと納税事業に 7,500 万円、白馬高校支援事業に 9,500 万円を計上しています。

賦課徴収事業では評価精度の向上を図るため新たに家屋評価システム導入委託料 200 万円を計上しています。戸籍住民基本台帳事業

では村民の利便性を図るため証明書のコンビニ交付システム構築導入費として住基電算委託料 500 万円を計上しています。スノーハ

ープ維持管理事業ではメイン会場法面改修工事の設計監理委託料 400 万円を計上しています。 

民生費 12 億 2,000 万円 前年度比 2,900 万円（2.5％）増 

児童手当等給付事業では白馬幼稚園が新制度移行幼稚園となったため施設型給付費に 4,300 万円、待機児童の解消を図るため地域

型保育給付費に 1,400 万円、同じく待機児童の解消を図るため新たに小規模保育所等整備補助金に 4,500 万円を計上しています。し

ろうま保育園運営事業では園舎の長寿命化等のため外壁塗装工事などに工事請負費 100 万円を計上しています。 
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衛生費 4 億円 前年度比 4,100 万円（9.5％）減 

   保健予防事業には新型コロナウイルスワクチン接種事業として 1,700 万円を計上しています。し尿処理事業には白馬山麓事務組合

（クリーンコスモ）負担金 6,700 万円を計上しています。 

 農林業費 2 億 8,200 万円 前年度比 1,200 万円（4.6％）増 

   農業振興事業では新たに青色申告農業者に対する収入保険負担金、有機ＪＡＳ認定に係る経費負担金、また認定農業者へのはん用

コンバイン導入補助として新たに水田麦・大豆産地生産性向上事業補助金 600 万円を計上しています。環境保全型農業直接支払事業

では地球温暖化防止などに積極的に貢献していくため、環境保全に効果の高い営農活動に対して支援を行う直接支払交付金を計上し

ています。特産品事業では高収益作物栽培の試験ほ場設置として白ネギ試験ほ場栽培等委託料を計上しています。北城南部と北部の

ほ場整備事業に 5,400 万円、「ゼロカーボンシティ」宣言の理念に基づき犬川に小水力発電施設を建設するため犬川小水力発電事業

に 4,700 万円を計上しています。森林経営管理制度推進事業では新たに木質バイオマスストーブ設置工事費、薪ストーブ購入補助金

を計上しています。 

 観光商工費 3 億 4,000 万円 前年度比 7,700 万円（18.5％）減 

   山岳観光施設維持補修事業に八方池山荘建替計画基本設計業務委託料として 400 万円、２１観光戦略事業に 6,900 万円、地方創生

推進交付金事業に 1 億 2,000 万円を計上しています。海外観光客受皿整備事業はナイトシャトルバスを利用する外国人観光客の来訪

の見通しが立たないため 1,300 万円減額しました。新型コロナウイルス感染対策事業には中小企業融資利子補給補助金 1,100 万円、

県制度信用保証料補給事業負担金 1,000 万円を計上しています。 

 土木費 9 億 8,900 万円 前年度比 1 億 6,200 万円（19.7％）増 

   土木総務事業に駅前無電柱化工事に係る県単事業地元負担金 1,000 万円、凍結防止剤散布用ダンプと年間を通して使用するタイヤ

ドーザー購入のため除雪機械整備事業に 1,300 万円を計上しています。住民生活に身近な道路の整備を進めるため、村道改良国庫補

助事業に 2 億 1,100 万円、道路改良起債事業に 6,700 万円を計上しています。都市計画事業に５年に一度の都市計画基礎調査に合わ

せて航空写真作成委託料を 1,000 万円、駅前無電柱化工事の街路灯設置に対する地域づくり事業補助金 200 万円を計上しています。

都市計画マスタープラン改定事業には、その策定業務委託料 800 万円、下水道事業会計の繰出金は 3 億 3,900 万円計上しています。 

 消防費 2 億 500 万円 前年度比 1,300 万円（6.9％）増 

   非常備消防事業は消防団の処遇改善の一環による消防団員報酬の上昇分として 200 万円を増額しています。防災事業には防災シス

テム等保守委託料 600 万円を計上しています。 

 教育費 4 億 4,600 万円 前年度比増減なし 

   教育委員会事務局一般事業で当初予算に義務教育施設整備基金積立金 500 万円を計上したのは、およそ 20 年ぶりとなります。学

校施設の長寿命化等のため学校環境整備事業に 1,700 万円、昨年度までに引き続き夏期にも試験運行を行うためスクールバス運行事

業 1,700 万円、中学校管理事業に新たに消費電力を抑え環境に優しく省エネにもつながるＬＥＤ照明機器リース料 100 万円を計上し

ています。図書館事業に図書館等複合施設の検討を行うための印刷製本費などを計上しています。文化財保護事業には神城断層地震 
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震災アーカイブ事業 100 万円、神城断層地震で撓曲した場所を文化財として整備するための工事請負費 200 万円を計上しています。

学校給食センター事業の賄い材料費は、子育て支援のための第３子以降分の給食負担金の減免分 300 万円や地産地消を促進する献立

のための増額分 100 万円を公費負担として計上しています。 

 公債費 7 億 5,900 万円 前年度比 4,300 万円（6.1％）増 

   給食センター建設に係る村債、新防災情報配信システムに係る村債、ごみ処理広域化のための施設整備に係る村債などの元金償還

が始まることにより増額となっています。 

【性質別歳出】 

人件費 10 億 7,900 万円 前年度比 3,700 万円（3.4％）減 

   人事院勧告に基づく期末手当の支給割合引き下げ（0.15 月×２か年）などがあります。 

 物件費 9 億 6,200 万円 前年度比 1,000 万円（1.1％）増 

   ふるさと納税事業に返礼業務委託料 6,500 万円、電算事業に自治体セキュリティ強靭化対策更新委託料 3,400 万円、賦課徴収事業

にＲ６年度土地評価替えに向けた業務委託料 200 万円、戸籍住民基本台帳事業に証明書のコンビニ交付システム構築導入費として住

基電算委託料 500 万円、山岳観光施設維持補修事業に八方池山荘建替計画基本設計業務委託料 400 万円、都市計画事業に航空写真

作成委託料 1,000 万円、都市計画マスタープラン改定事業に策定業務委託料 800 万円、スクールバス運行事業にスクールバス試験運

行業務委託料 1,700 万円です。 

 維持補修費 2 億 7,200 万円 前年度比 600 万円（2.3％）減 

   道路維持補修事業に村道維持補修工事費 1,900 万円、除雪事業に除雪委託料 1 億 8,900 万円です。 

 扶助費 3 億 4,000 万円 前年度比 400 万円（1.4％）減 

   心身障害者福祉事業に自立支援給付費 1 億 1,100 万円、児童手当等給付事業に児童手当 1 億 2,700 万円です。 

 補助費等 14 億 4,900 万円 前年度比 6,000 万円（4.3％）増 

   企画一般事業に HIS 準備財団などへの協働のまちづくり推進補助金 2,600 万円、白馬高校支援事業に白馬山麓事務組合等負担金

9,100 万円、児童手当等給付事業に白馬幼稚園への施設型給付費 4,300 万円、待機児童解消のため地域型保育給付費 1,400 万円、小

規模保育所等整備補助金 4,500 万円、地方創生推進交付金事業に交付金事業負担金 1 億 1,200 万円、公共下水道事業に下水道事業会

計繰出金 3 億 3,900 万円です。 

 普通建設事業費 4 億 9,700 万円 前年度比 1 億 8,400 万円（58.9％）増 

財産管理事業に庁舎改修修繕工事費 2,000 万円、ほ場整備事業に 5,400 万円、犬川小水力発電事業に 4,700 万円、村道改良国庫補

助事業に 2 億 1,100 万円、道路改良起債事業に 6,700 万円です。 

 繰出金 3 億 7,400 万円 前年度比 500 万円（1.6％）減 

   介護保険事業に北アルプス広域連合負担金 1 億 6,300 万円、住民国保事業に国民健康保険事業勘定特別会計繰出金 1 億 400 万円

です。 
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      （単位：千円）

令和４年度 令和３年度 構成比 増減率

当 初 予 算 額 特定財源 一般財源 当 初 予 算 額 ％ ％

1 村 税 1,438,458 28,106 1,410,352 1,218,218 220,240 24.5 18.1 個人村民税＋35,000　固定資産税＋195,000

2 地 方 譲 与 税 74,709 7,509 67,200 70,170 4,539 1.3 6.5 過去の交付実績、県の収入見込額等から推計

3 利 子 割 交 付 金 700 0 700 700 0 0.0 0.0 過去の交付実績、県の収入見込額等から推計

4 配 当 割 交 付 金 3,100 0 3,100 3,000 100 0.1 3.3 過去の交付実績、県の収入見込額等から推計

5 株式等譲渡所得割交付金 2,000 0 2,000 2,000 0 0.0 0.0 過去の交付実績、県の収入見込額等から推計

6 法 人 事 業 税 交 付 金 9,300 0 9,300 4,800 4,500 0.2 93.8 過去の交付実績、県の収入見込額等から推計

7 地 方 消 費 税 交 付 金 226,000 107,000 119,000 190,000 36,000 3.8 18.9 過去の交付実績、県の収入見込額等から推計

8 環境性能割等交付金 4,700 0 4,700 8,000 ▲ 3,300 0.1 ▲ 41.3 過去の交付実績、県の収入見込額等から推計

9 地 方 特 例 交 付 金 4,800 0 4,800 199,904 ▲ 195,104 0.1 ▲ 97.6 新型コロナウイルス感染対策地方税減収補てん特別交付金▲196,000

10 地 方 交 付 税 2,096,000 0 2,096,000 1,717,000 379,000 35.6 22.1 過去の交付実績、地方財政計画等から推計

11 交通安全対策特別交付金 1,400 0 1,400 1,300 100 0.0 7.7 過去の交付実績等から推計

12 分 担 金 及 び 負 担 金 84,979 84,979 0 100,568 ▲ 15,589 1.4 ▲ 15.5 白馬村土地改良区負担金▲3,000　土地改良事業受益者負担金▲12,000

13 使 用 料 及 び 手 数 料 61,635 61,635 0 65,341 ▲ 3,706 1.0 ▲ 5.7 シャトルバス利用料▲4,000

14 国 庫 支 出 金 580,125 580,125 0 465,041 115,084 9.9 24.7 保育所等整備交付金＋40,000　防災・安全交付金＋94,000　非課税世帯等臨時給付金給付
事業費10,000　農業水路等長寿命化・防災減災事業補助金＋13,000

15 県 支 出 金 321,681 317,246 4,435 322,714 ▲ 1,033 5.5 ▲ 0.3 国民健康保険保険基盤安定負担金▲4,000　ジャンプ台管理委託金▲3,000　地籍調査事業
補助金▲6,000

16 財 産 収 入 16,417 16,417 0 15,410 1,007 0.3 6.5 指定管理対象施設貸付収入＋1,000

17 寄 附 金 153,052 152,500 552 155,099 ▲ 2,047 2.6 ▲ 1.3 ふるさと白馬ひとづくり寄附金▲3,000

18 繰 入 金 343,832 343,832 0 514,177 ▲ 170,345 5.9 ▲ 33.1 減債基金繰入金▲22,000　ふるさと白馬村を応援する基金繰入金▲25,000　財政調整基金
繰入金▲128,000

19 繰 越 金 36,000 0 36,000 30,000 6,000 0.6 20.0

20 諸 収 入 133,112 126,033 7,079 142,458 ▲ 9,346 2.3 ▲ 6.6 コミュニティ助成事業助成金▲15,000　長野県後期高齢者医療広域連合補助金▲3,000

21 村 債 284,000 214,000 70,000 410,100 ▲ 126,100 4.8 ▲ 30.7 臨時財政対策債▲180,000　公共施設等適正管理事業債（道路改良）▲81,000

5,876,000 2,039,382 3,836,618 5,636,000 240,000 100.0 4.3歳   入   合   計

令和４年度

第１表　　一般会計歳入歳出予算一覧表    歳  入

比 　較 備          考
（主な増減額　10万円以下切り捨て）

 款



      （単位：千円）

令和４年度 令和３年度 構成比 増減率

当 初 予 算 額 特定財源 一般財源 当 初 予 算 額 ％ ％

1 議 会 費 73,809 0 73,809 75,675 ▲ 1,866 1.3 ▲ 2.5 議員・職員手当▲2,000

2 総 務 費 1,043,594 329,860 713,734 938,905 104,689 17.8 11.2
協働のまちづくり推進補助金＋25,000
行政手続オンライン化委託料＋10,000
自治体セキュリティ強靭化対策更新委託料＋34,000

3 民 生 費 1,220,901 601,695 619,206 1,191,107 29,794 20.8 2.5
自立支援給付費＋2,000
後期高齢者医療保険基盤安定繰出金＋3,000
保育所等整備補助金＋45,000

4 衛 生 費 400,059 157,196 242,863 441,977 ▲ 41,918 6.8 ▲ 9.5 健診等委託料▲18,000
白馬山麓事務組合（クリーンコスモ）負担金▲21,000

5 農 林 業 費 282,027 187,888 94,139 269,665 12,362 4.8 4.6
水田麦・大豆産地生産性向上事業補助金＋6,000
ほ場整備農業用水路蓋設置工事＋8,000
犬川小水力発電事業工事請負費＋47,000

6 観 光 商 工 費 340,856 172,896 167,960 418,483 ▲ 77,627 5.8 ▲ 18.5
平地観光施設工事請負費▲14,000
海外観光客受皿整備事業▲13,000
地方創生推進交付金事業▲42,000

7 土 木 費 989,022 336,386 652,636 826,412 162,610 16.8 19.7
除雪機械等購入費＋13,000
村道改良国庫補助事業＋169,000
航空写真作成委託料＋10,000

8 消 防 費 205,916 10,597 195,319 192,555 13,361 3.5 6.9 消防団員報酬＋5,000
北アルプス広域連合負担金＋7,000

9 教 育 費 446,417 78,671 367,746 445,980 437 7.6 0.1
義務教育施設整備基金積立金＋5,000
学校環境整備工事請負費＋5,000
文化財保護工事請負費＋3,000

10 災 害 復 旧 費 0 0 0 0 0 0.0 -

11 公 債 費 759,446 52,245 707,201 715,573 43,873 12.9 6.1 長期債元金＋48,000　長期債利子▲4,000

12 諸 支 出 金 111,953 111,948 5 117,668 ▲ 5,715 1.9 ▲ 4.9 ふるさと白馬ひとづくり積立金▲5,000

13 予 備 費 2,000 0 2,000 2,000 0 0.0 0.0

5,876,000 2,039,382 3,836,618 5,636,000 240,000 100.0 4.3歳   出   合   計

 款
令和４年度

第２表　　一般会計歳入歳出予算一覧表    歳  出（目的別）

比 　較 備          考
（主な増減額　10万円以下切り捨て）
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      （単位：千円）

令和４年度 令和３年度 構成比 増減率

当 初 予 算 額 当初予算額 ％ ％

1 人 件 費 1,079,808 1,117,786 ▲ 37,978 18.4 ▲ 3.4 人事院勧告に基づく期末手当の支給割合引き下げ

2 物 件 費 962,608 952,452 10,156 16.4 1.1
行政手続オンライン化委託料＋10,000
自治体セキュリティ強靭化対策更新委託料＋34,000
航空写真作成委託料＋10,000

3 維 持 補 修 費 272,787 279,149 ▲ 6,362 4.6 ▲ 2.3
ジャンプ競技場修繕費▲2,000
村道維持補修工事費▲2,000

4 扶 助 費 340,927 345,620 ▲ 4,693 5.8 ▲ 1.4
老人福祉施設措置費▲3,000
子育て施設等利用給付費▲4,000

5 補 助 費 等 1,449,184 1,389,168 60,016 24.7 4.3
協働のまちづくり推進補助金＋25,000
非課税世帯等臨時給付金＋10,000
保育所等整備補助金＋45,000

6 普 通 建 設 事 業 費 497,342 312,955 184,387 8.5 58.9
犬川小水力発電事業工事請負費＋47,000
道の駅白馬土地購入費＋13,000、除雪機械等購入費＋13,000
村道改良国庫補助事業＋169,000

7 災 害 復 旧 費 0 0 0 0.0 -

8 公 債 費 759,446 715,573 43,873 12.9 6.1
長期債元金＋48,000
長期債利子▲4,000

9 積 立 金 117,581 121,070 ▲ 3,489 2.0 ▲ 2.9
森林整備基金積立金▲2,000
義務教育施設整備基金積立金＋5,000
ふるさと白馬ひとづくり積立金▲5,000

10 投 資 ・ 出 資 金 0 0 0 0.0 -

11 貸 付 金 20,010 20,010 0 0.3 0.0

12 繰 出 金 374,307 380,217 ▲ 5,910 6.4 ▲ 1.6
北アルプス広域連合負担金（介護保険）▲4,000
国民健康保険事業特別会計繰出金▲4,000

13 予 備 費 2,000 2,000 0 0.0 0.0

5,876,000 5,636,000 240,000 100.0 4.3歳   出   合   計

第３表　　一般会計歳入歳出予算一覧表    歳  出（性質別）

区　　　　分 比 　較 備          考
（主な増減額　10万円以下切り捨て）
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村税

普通交付税
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1,400,000

議会費 総務費 民生費 衛生費 農林業費 観光商工費 土木費 消防費 教育費 災害復旧費 公債費 諸支出金 予備費

令和２年度 75,795 1,025,550 1,118,298 447,695 231,838 434,508 983,648 363,936 508,251 0 640,858 112,623 2,000

令和３年度 75,675 938,905 1,191,107 441,977 269,665 418,483 826,412 192,555 445,980 0 715,573 117,668 2,000

令和４年度 73,809 1,043,594 1,220,901 400,059 282,027 340,856 989,022 205,916 446,417 0 759,446 111,953 2,000

（単位：千円） 目的別歳出予算比較表
令和２年度

令和３年度

令和４年度
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600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

人件費 物件費 維 持

補修費

扶助費 補助費等 普通建設

事 業 費

公債費 繰出金 その他

令和２年度 1,107,063 891,256 287,452 357,532 1,431,207 718,198 640,858 373,969 137,465

令和３年度 1,117,786 952,452 279,149 345,620 1,389,168 312,955 715,573 380,217 143,080

令和４年度 1,079,808 962,608 272,787 340,927 1,449,184 497,342 759,446 374,307 139,591

（単位：千円） 性質別歳出予算比較表
令和２年度

令和３年度

令和４年度
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平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度
令和３年度見込

み

村債残高 7,019 6,608 6,267 6,062 5,633 5,358 5,134 5,383 5,409 5,771 6,294 7,000 7,144 7,115 6,823

村債（元金）償還額 765 717 696 668 617 585 547 514 565 524 478 544 583 610 690

村債借入額 308 306 355 463 188 311 322 763 591 886 1,001 1,250 727 581 398

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

（単位：百万円） 村 債 現 在 高 の 推 移
村債残高

村債（元金）償還額

村債借入額



村税・村債発行額と公債費の推移（平成元年度～）

（単位；千円） （単位；千円）

年度 村税決算額 村債発行額 主な事業 公債費（一借除く） 村債残高 歳出決算額 年度 村税決算額 村債発行額 主な事業 公債費（一借除く） 村債残高 歳出決算額

平成元年度 1,626,695 662,900 ふれあいの杜・ジャンプ台・農体実習館 442,620 3,409,233 4,243,469 平成１８年度 1,456,505 763,300 しろうま保育園・村道神城山麓線
臨時財政対策債185,300 1,030,845 7,476,283 5,055,639

平成２年度 1,729,250 716,700 ジャンプ台・村道20路線 887,093 3,443,093 4,384,655 平成１９年度 1,536,105 307,800 小学校耐震化・村道神城山麓線
臨時財政対策債168,000 902,932 7,018,776 4,537,881

平成３年度 1,993,762 642,850 ジャンプ台・村道改良（森上、白沢他） 431,809 3,843,219 4,598,829 平成２０年度 1,543,510 306,259 村道神城山麓線・スノーハープ木橋
臨時財政対策債157,359 840,918 6,608,268 4,389,692

平成４年度 2,005,559 1,156,800 ジャンプ台・南小増改築・ふれあいセンター 603,035 4,605,280 5,914,112 平成２１年度 1,474,100 354,735 村道神城山麓線・情報通信基盤整備
臨時財政対策債244,235 807,925 6,267,182 4,919,517

平成５年度 2,133,806 1,994,700 スノーハープ・ジャンプサマー化・ふれあいC
・防災無線・旧夢白馬 540,120 6,243,853 7,164,193 平成２２年度 1,529,559 463,113 情報通信基盤整備・スノーハープ木橋

臨時財政対策債338,013 769,644 6,062,315 5,532,444

平成６年度 2,091,934 1,552,200 スノーハープ・村道J台線他 640,375 7,386,285 6,692,198 平成２３年度 1,522,695 187,856 スノーハープ木橋・村道神城山麓線
臨時財政対策債71,256 709,777 5,633,354 4,359,517

平成７年度 2,202,522 2,032,200 スノーハープ・中学校建設・豪雨災害対策事業
・アルペン会場・ウィング21・村道五輪関連 710,171 9,056,640 9,439,671 平成24年度 1,458,302 309,944 スノーハープ木橋・Ｂ＆Ｇプール

臨時財政対策債50,444 667,967 5,358,375 4,591,844

平成８年度 2,278,428 2,375,865 スノーハープ・中学校建設・アルペン会場
・ウィング21・村道五輪関連 935,893 10,880,444 11,179,980 平成25年度 1,503,305 322,300 スノーハープ芝グラウンド改修、奈良井有効利用整備

臨時財政対策債100,000 620,189 5,134,048 4,734,925

平成９年度 2,335,654 1,578,535 ウィング21・五輪関連道路 1,101,559 11,773,438 7,962,554 平成26年度 1,447,590 762,790 スノーハープコース等改修、奈良井有効利用整備
臨時財政対策債242,990 578,502 5,383,098 5,724,124

平成１０年度 2,184,861 373,700 村道（１１１５号ほか）・南小屋根等 1,517,665 11,035,454 6,170,823 平成27年度 1,477,090 591,204
公共土木施設、農林業施設災害復旧
ｽﾉｰﾊｰﾌﾟ・ジャンプ競技場改修等事業
臨時財政対策債227,804

624,830 5,409,341 7,182,841

平成１１年度 2,113,740 464,900 村道八方融雪他・ミディアムヒル 1,552,172 10,317,023 6,512,506 平成28年度 1,484,265 886,494
公共土木施設、農林業施設災害復旧
ｽﾉｰﾊｰﾌﾟ・ジャンプ競技場改修等事業
震災復興村営住宅建設
臨時財政対策債186,594

575,851 5,770,842 7,451,009

平成１２年度 1,963,677 674,400 村道八方融雪他・メディア貸付 1,396,632 9,918,926 6,511,621 平成29年度 1,483,103 1,001,351
一般廃棄物処理施設建設事業、道路改良事業
ケーブルテレビ機器更新事業、村営住宅耐震改修事業
臨時財政対策債188,951

520,534 6,294,241 6,215,376

平成１３年度 1,885,935 604,400 北小体育館・村道改良・農道
臨時財政対策債96,100 1,455,144 9,359,997 6,803,335 平成30年度 1,471,245 1,250,365

学校給食センター建設事業、道路改良事業
一般廃棄物処理施設建設事業
臨時財政対策債183,265

581,132 7,000,038 6,977,699

平成１４年度 1,811,894 784,300 南小体育館・大出公園・村道
臨時財政対策債195,500 1,439,813 8,963,704 6,169,972 令和元年度 1,522,164 727,269

道路改良事業、ウイング屋根改修事業
新防災情報配信システム、学校エアコン設置事業
臨時財政対策債150,769

614,592 7,144,649 6,308,459

平成１５年度 1,700,257 875,600 南小プール・大出公園・村道・農道
臨時財政対策債383,400 1,401,209 8,662,754 5,844,313 令和２年度 1,485,157 581,152

道路改良事業、B&G体育館改修事業
新防災情報配信システム、一般廃棄物処理施設建設事
業
臨時財政対策債140,852

637,763 7,115,312 7,524,141

平成１６年度 1,662,505 592,900 北小校舎・大出公園・除雪基地
臨時財政対策債260,100 1,219,982 8,233,030 5,413,547 令和３年度見込み 1,255,000 397,661

道路改良事業、ほ場整備事業、
駅前無電柱化負担金、落倉自然園木橋改修事業、
臨時財政対策債200,961

712,558 6,823,442 6,615,000

平成１７年度 1,557,584 369,700 大出公園・ミディアムヒル
臨時財政対策債201,300 1,177,426 7,596,724 4,882,060
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令和４年度白馬村国民健康保険事業勘定特別会計予算の概要 

 

 国の社会保障制度改革に伴い、平成 30 年度から県も市町村とともに国民健康保険（以下「国保」と表記）の運営を担うようになり 4

年が経過します。この間、国保運営は概ね順調に実施されていますが、少子高齢化による被保険者の減少が見込まれる中で、持続可能

な安定的な財政運営や効率的な事業の確保などに努めていかなければなりません。 

このような状況を踏まえ、長野県では令和３年３月に保険税水準の統一に向け、納付金の算定方法を見直すなどの必要な改革と保険

事業の取組の方向性等を示した国保運営の中期的改革方針となるロードマップが策定され、令和９年度までに二次医療圏での医療費指

数の統一と国保税応益割を標準保険料に近づけることが示されました。 

 毎年度変動する医療費水準と国保加入者の所得及び決算状況、並びに新型コロナウイルス感染症の所得へ及ぼす影響も勘案しなが

ら、県下統一税率に向けた税率の引き上げを踏まえ、令和５年度からの税率引き上げに向けた検討を行います。税率の引き上げによ

り、低所得者の負担が増加することから、県が実施する激減緩和措置を講じていきます。 

 当村の被保険者一人あたりの医療費は、令和２年度では 240,615 円（県下 77 市町村中 73 位）で、平成 24 年度から県下で 70 位台

を維持し低水準を堅持しているものの、今後の後期高齢者医療制度への移行者の増加や人口減少等による被保険者数の減少が見込まれ

ることから、いわゆる現役世代の負担が増加することが想定されます。また、新型コロナウイルス感染症の影響により冬期間の国外か

らの外国籍の転入者が大幅に減少しているものの、まったく転入者がないわけではないため、外国籍の転入者への国保制度の理解と国

保税の納入についての周知を推進します。 

 令和４年度も安定的な国保事業を維持するために国保税の適切な賦課徴収に努めるとともに、医療費の抑制に繋げるため重症化予防

と若年時点からの健康診断の受診等の推進に努めます。  

 

１．予算編成の基本方針 

 国保税の収納対策として、近年新型コロナウイルス感染症により落ち着いているが外国籍の国保加入者に対して、国保税を加入時に

支払う予納方式による納入を推進するとともに、外国籍者も含め口座振替・コンビニ収納・クレジットカード決済・スマホ決済により

利便性を向上させることにより、納税促進も図り徴収率の向上に努めていきます。 

 また保健事業については、データヘルス計画に沿った生活習慣病重症化予防事業と高齢者保健事業と介護予防の一体化事業を積極的

に推進することとし、引き続き特定健診受診率、保健指導実施率の向上を目指し事業を進めます。 
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２．予算規模 

 令和４年度の予算規模は、県から示された国民健康保険事業費納付金や近年の医療費水準を勘案し、歳入歳出予算総額で 1,014,989

千円（前年度比 38,901 千円の減）となりました。 

 

３．歳  入 

 (１)国民健康保険税 

   新型コロナウイルス感染症の所得への影響を想定し、208,299 千円（前年度比 13,064 千円の減）を計上しました。 

 (２)国庫補助金 

   災害臨時特例補助金として、前年度と同額の１千円を計上しました。 

 (３)県支出金 

   687,846 千円（前年度比 7,585 千円の減）を計上。このうち保険給付費に充当する普通交付金を 673,237 千円見込んだほか、特

別交付金として、保険者努力支援制度交付金 6,200 千円、県繰入金 3,330 千円、特定健康診査等負担金 3,406 千円等、14,608 千円

を計上しました。 

 (４)財産収入 

   財政調整基金の預金利子として、110千円を計上しました。 

 (５)繰入金 

   一般会計からの繰入金として、104,908千円（前年度比4,238千円の減）を計上しました。 

  〔内訳〕 

保 険 基 盤 安 定 繰 入 64,143千円 （保険者支援分、及び国保税の軽減措置相当額） 

出 産 育 児 一 時 金 繰 入 3,360千円 （給付見込額の2/3を繰入） 

財政安 定化支 援事 業繰入 13,163千円 （被保険者が原因とならない特殊事情による国保税軽減相当額） 

人 件 費 繰 入 16,305千円 （職員２名分の給与、手当、共済費） 

事 務 費 繰 入 7,771千円 （うち税制度改正による軽減判定所得算定等） 

地方単独事業減額措置分繰入 166千円 （国の制度を超える福祉医療現物給付に対する国費減額相当分） 

財 政 調 整 基 金 繰 入 8,000千円 （前年度比 3,990 千円の減） 

 (６)繰越金 

   3,700 千円（前年度比 10,300 千円の減）を計上しました。 
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(７)諸収入 

   国保税延滞金等、2,125 千円を計上しました。 

 

４．歳  出 

 (１)総務費 

   総務管理費、徴税費、国保運営協議会費を合わせ、24,151 千円（前年度比 208 千円の減）を計上しました。 

   なお総務管理費には、税制度改正により未就学児に係る均等割保険料の軽減措置等のためのシステム改修費用 344 千円が含まれ

ます。 

 (２)保険給付費 

   医療費の推移を勘案し、679,741 千円（前年度比 6,077 千円の減）を計上した。保険給付費の大半は長野県から交付される普通

交付金を充当しています。 

  1)療養諸費 

    医療機関での医療給付や柔整施術等療養費、国保連合会へのレセプト審査費用を合わせ、589,108 千円（前年度比 20,137 千円

の減）を計上しています。 

  2)高額療養費 

    国保加入者が医療機関等で支払う一部負担金の加重負担に対する軽減措置として 84,050 千円（前年度比 14,000 千円の増）を  

   計上します。 

  3)出産育児諸費 

    国保加入者の出産件数12件を見込み5,043千円（前年度比増減なし）を計上します。 

  4)その他の給付費（移送費、葬祭諸費、精神諸費、高額介護合算療養費、傷病手当金） 

    1,540千円（前年度比60千円の増）を計上します。 

 (３)国民健康保険事業費納付金 

   長野県から示された仮係数を基に納付金額を計上。医療給付分、後期高齢者支援金等分、介護納付金分を合わせて、289,000 千

円（前年度比 28,554 千円の減）を計上しました。 

   ※長野県において県全体の医療費見込額から、各市町村の所得水準や医療費水準を勘案して配分される。長野県の国保会計へ市

町村が納付する金額となります。 
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(４)保健事業費 

   特定健診や特定保健指導に要する経費の外、人間ドック受診補助金、医療費適正化のための医療費通知作成経費等として 19,806

千円（前年度比 4,149 千円の減）を計上しました。 

   心電図検査について、国保加入者の重症化予防と早期発見を目的として 40 歳以上の特定健診対象者全員の無料実施を継続すると

伴に、30 歳からの若年検診対象者も引き続き無料実施することとしました。 

 (５)基金積立金 

   国保財政調整基金の利子分の積み立てとして、111 千円を計上しました。 

 (６)諸支出金 

   保険給付費負担金等償還金、国保税還付金として、2,035 千円を計上しました。 

 (７)予備費 

   145 千円を計上しました。 
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令和４年度白馬村後期高齢者医療特別会計予算の概要 

 

 ７５歳以上の方、及び６５歳以上で一定程度の障がいのある方が加入する医療制度の会計です。高齢者の収入に応じた支払いを求めて現役世代の

負担を抑制するため、令和４年 10 月から一定の所得がある後期高齢者の医療費の窓口負担割合が１割から２割に引き上げられます。（単身世帯は年

金を含めて年収 200 万円以上、複数世帯では合計 320 万円以上が対象となります。） 

 

１．予算規模 

  令和４年度の予算規模は、長野県後期高齢者医療広域連合（以下「広域連合」と表記）が作成した市町村別負担金表（以下「資料」と表記）に

基づき、歳入歳出予算総額を 107,800 千円（前年度比 2,244 千円の増）としました。 

 

２．歳  入 

 (１)後期高齢者保険料 

   広域連合の資料に基づき、80,150 千円（前年度比 1,409 千円の減）を計上しました。 

   保険料の納付方法は２種類あり、特別徴収は被保険者が受給している年金からの天引きによる納付で、普通徴収は、被保険者が納付書・口座

振替により納付する方法です。なお、特別徴収については、年金の年間受給額、介護保険料と本保険料の合計額と年金受給額との割合等によっ

て特別徴収とするか否かを国が決定します。 

   なお、令和４年度にて国民健康保険と合わせて保険料率の改正が行われ、保険料賦課限度額 66 万円（前年度比 2 万円の増）となります。 

特別徴収保険料 51,082 千円 

普通徴収保険料 
〔現年度分〕 28,734 千円 

〔過年度分〕 334 千円 

 (２)手数料 

   前年度と同額の１千円を計上しました。 

 (３)繰入金 

   一般会計からの繰入金として、27,363 千円（前年度比 3,649 千円の増）を計上しました。 

  〔内訳〕 

事 務 費 用 分 2,141 千円 （総務管理費：1,421,000 円、保健事業費：720,000 円） 

保険基盤安定繰入 25,222 千円 （低所得者の保険料軽減分。広域連合の資料に基づき計上） 

  

保
険
料 

均等割 40,907 円(被保険者一人当たり) 

所得割 8.43％ 

保険料賦課限度額 66 万円 

-20- 



(４)繰越金 

   前年度と同額の 100 千円を計上しました。 

 (５)諸収入 

   前年度において歳出予算で還付した保険料等の広域連合からの戻入金等として、前年度と同額の 160 千円を計上しました。 

 (６)雑入 

   26 千円を計上しました。 

 

３．歳  出 

 (１)総務費 

   徴収費、保健事業費を合わせ、2,141 千円（前年度比 131 千円の増）を計上しました。 

 (２)分担金及び負担金 

   広域連合へ白馬村が納付する費用として、被保険者が納付した保険料、及び保険基盤安定を合わせて、105,384 千円（前年度比 2,108 千円の

増）を計上しました。  ※広域連合の資料により予算計上。 

 (３)諸支出 

   過年度に被保険者から納付され広域連合へ納付した費用のうち、還付すべき保険料の費用として、前年度と同額の 150 千円を計上しまし

た。 

 (４)予備費 

   125 千円を計上しました。 
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令和４年度白馬村農業集落排水事業特別会計予算の概要 

 

 

１．予算概要 

令和４年度の予算総額は、３，９３７千円で、前年度に比べると６１２千円の減額となります。 

 

２．歳  入 

１款 使用料及び手数料 

   使用料は野平処理区の使用料で８９５千円を計上しました。 

２款 繰入金 

繰入金は、一般会計からの繰入金で２，９８０千円を計上し、前年度に比べると６１１千円の減額となります。 

 ３款 繰越金 

   繰越金は、１０千円を計上しました。 

４款 諸収入 

   諸収入は、地元負担金５２千円を計上しました。 

 

３．歳  出 

１款 農業集落排水事業費 

農業集落排水事業費は、維持管理費として２，１３８千円を計上しました。処理施設の運転管理委託料１，０６２千円が主なものです。 

２款 公債費 

野平地区の長期債償還金及び一時借入金の利子として１，７９９千円を計上しました。 



（歳　入）

１． 使用料及び手数料 895 896 △ 1 △ 0.1 22.7

２． 繰 入 金 2,980 3,591 △ 611 △ 17.0 75.7

３． 繰 越 金 10 10 0 0.0 0.3

４． 諸 収 入 52 52 0 0.0 1.3

3,937 4,549 △ 612 △ 13.5 100.0

（歳　出）

１． 農業集落排水事業費 2,138 2,750 △ 612 △ 22.3 54.3

２． 公 債 費 1,799 1,799 0 0.0 45.7

3,937 4,549 △ 612 △ 13.5 100.0

令和４年度 白馬村農業集落排水事業予算の概要

（単位：千円）

年　度
令和４年度 令和３年度 対前年度増減額 増減率 構成比

区　分

（単位：千円）

合 計

合 計

増減率 構成比
区　分

年　度
令和４年度 令和３年度 対前年度増減額
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構  成  比 増  減  率

特  定  財  源 一  般  財  源                 ％                ％

1.使用料及び手数料 895 0 895 896 △ 1 22.7 △ 0.1

2.繰    入    金 2,980 0 2,980 3,591 △ 611 75.7 △ 17.0

3.繰    越    金 10 0 10 10 0 0.3 0.0

4.諸    収    入 52 52 0 52 0 1.3 0.0

合 計 3,937 52 3,885 4,549 △ 612 100.0 △ 13.5

     令和４年度 白馬村農業集落排水事業特別会計歳入予算（見積）総括表

備        考
財        源        内        訳

前年度当初予算額款 本年度予算（見積）額 比     較

  （単位 ： 千円）



款・項 目 本  年  度 前  年  度 比   較

予算見積額 当初予算額 国庫支出金 県支出金 地 方 債 その他
一般財源

１. 農業集落排水事業費 2,138 2,750 △ 612 2,138

１一般管理費 72 73 △ 1 72

２施設維持管理費 2,066 2,677 △ 611 2,066

２. 公   債   費 1,799 1,799 0 52 1,747

１元   金 1,539 1,518 21 41 1,498

２利   子 260 281 △ 21 11 249

3,937 4,549 △ 612 52 3,885合 計

令和４年度 白馬村農業集落排水事業特別会計歳出予算（見積）総括表

             （単位：千円）
本　年　度　予　算　見　積　額　の　財　源　内　訳

備    考特　　定　　財　　源
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令和４年度白馬村水道事業会計予算の概要 

 

１．予算概要 

（１）水道事業収益 

水道事業収益は３０９，８０１千円を計上し、前年度に比べると５１８千円の減額となります。 

前年度の実績を鑑み減額となっており、主なものは水道料金２６４，０８３千円です。 

（２）水道事業費用 

水道事業費用は２６６，７１２千円を計上し、前年度に比べると８，７６１千円の増額となります。 

水道施設の修繕費、料金の徴収業務等に係る経費です。 

二股浄水場運転管理委託料として１６，１３９千円、倉下送水ポンプ修繕費として４，１８０千円、検満メーター取替工事として 

４，７１９千円を計上しました。 

（３）資本的収入 

資本的収入は４８，８５３千円を計上し、前年度に比べると１９，０４４千円の減額となります。 

白馬駅前無電柱化事業に伴う水道設備の移転補償費用として長野県から１，６３０千円、企業債４３，２００千円のほか、一般会計か

らの出資金が計上されています。 

（４）資本的支出 

   資本的支出は１４８，１７６千円を計上し、前年度に比べると１２，７３０千円の減額になります。 

白馬駅前無電柱化事業に伴う水道設備の移転費用、配水管布設工事を４か所、施設の機器更新工事２件など工事請負費５６，９６９千

円のほか、企業債償還元金、職員等の人件費が計上されています。 

 

なお、資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額９９，３２３千円は損益勘定留保資金・建設改良積立金及び当年度分消費税

及び地方消費税資本的収支調整額で補填します。 



令和４年度　白馬村水道事業会計損益勘定予算総括表

本 年 度 前 年 度 本 年 度 前 年 度

予算見積額 当初予定額 予算見積額 当初予定額

309,801 310,319 △ 518 266,712 258,041 8,671

280,011 279,858 153  １ 営業費用 240,113 229,524 10,589

１ 給水収益 264,083 264,083 0 １ 浄水費 40,636 38,351 2,285

２ 受託工事収益 1 1 0 ２ 配水及び給水費 55,831 48,389 7,442

３ その他営業収益 15,927 15,774 153 ３ 受託工事費 50 50 0

29,790 30,461 △ 671 ４ 総係費 36,095 34,943 1,152

１ 受取利息及び配当金 240 240 0 ５ 委員会費 114 114 0

２ 雑収益 2 2 0 ６ 減価償却費 102,387 102,677 △ 290

３ 補助金 701 1,035 △ 334 ７ 資産減耗費 5,000 5,000 0

４ 長期前受金戻入 28,847 29,184 △ 337  ２ 営業外費用 20,599 22,517 △ 1,918

１ 支払利息 5,099 7,017 △ 1,918

２ 消費税及び地方
　 消費税

 ３ 特別損失 4,000 4,000 0

１ 過年度損益修正損 4,000 4,000 0

 ４ 予備費 2,000 2,000 0

１ 予備費 2,000 2,000 0

 ２ 営業外収益

 １ 営業収益

１ 水道事業費用

比　較備 考

１ 水道事業収益

0

収　　益 費　　用

目

15,500 15,500

款・項 備 考比　較 款・項

（単位：千円）

目

（単位：千円）
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令和４年度　白馬村水道事業会計資本勘定予算総括表

本 年 度 前 年 度 本 年 度 前 年 度

予算見積額 当初予定額 予算見積額 当初予定額

48,853 67,897 △ 19,044 148,176 160,906 △ 12,730

3,230 7,975 △ 4,745 89,104 105,601 △ 16,497

１ 工事負担金 3,230 7,975 △ 4,745 １ 配水設備工事費 80,141 96,274 △ 16,133

43,200 56,600 △ 13,400 ２ 営業設備費 8,963 9,327 △ 364

１ 企業債 43,200 56,600 △ 13,400 59,072 55,305 3,767

2,423 2,322 101 １ 企業債償還金 59,072 55,305 3,767

１ 出資金 2,423 2,322 101

0 1,000 △ 1,000

１ 国庫補助金 0 1,000 △ 1,000

（単位：千円）

比　較 備 考目 比　較 備 考 目

収　　入 （単位：千円） 支　　出

　１ 分担金及び負担金

　２ 企業債

　３ 出資金

  ４ 補助金

款・項

　１ 建設改良費

　２ 企業債償還金

款・項

１ 資本的収入 １ 資本的支出
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令和４年度白馬村下水道事業会計予算の概要 

 

１．予算概要 

（１）下水道事業収益 

下水道事業収益は４７８，５０６千円を計上し、前年度に比べると３３，８２７千円の減額となります。 

主なものは下水道使用料１７７，７２８千円のほか一般会計からの補助金、長期前受金戻入等が計上されています。減額の主な事由は

一般会計からの繰入額の減少などです。 

（２）下水道事業費用 

下水道事業費用は４７８，５０６千円を計上し、前年度に比べると３３，８２７千円の減額となります。 

管渠及び処理場の維持管理、使用料の賦課・徴収業務等に係る経費です。 

浄化センター運転維持管理委託料として４１，８０６千円、脱水汚泥処理委託料として１５，０９２千円を計上しました。 

（３）資本的収入 

資本的収入は３６２，２４５千円を計上し、前年度に比べると２０，３９３千円の増額となります。 

一般会計からの補助金２２６，０００千円、国庫補助金１３，５７０千円、白馬駅前無電柱化事業推進に伴う補償費として長野県から

５，５９０千円のほか企業債等が計上されています。 

（４）資本的支出 

   資本的支出は４７５，６８８千円を計上し、前年度に比べると１８，７６５千円の増額となります。 

浄化センターのストックマネジメント計画策定に伴う委託料として２７，１５０千円のほか、白馬駅前無電柱化事業推進に伴う設計委

託料、長期債償還元金、職員人件費等が計上されています。 

 

なお、資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額１１３，４４３千円は損益勘定留保資金で補填します。 
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令和４年度　白馬村下水道事業会計損益勘定予算総括表

収　　益

本 年 度 前 年 度 本 年 度 前 年 度

予算見積額 予算見積額 予算見積額 予算見積額

１ 下水道事業収益 478,506 512,333 △ 33,827 478,506 512,333 △ 33,827

177,819 177,819 0 416,321 443,844 △ 27,523

１ 下水道使用料 177,728 177,728 0 １ 管渠費 10,573 11,192 △ 619

２ その他営業収益 91 91 0 ２ 処理場費 67,102 62,688 4,414

300,687 334,514 △ 33,827 ３ 総係費 34,182 33,810 372

１ 補助金 113,500 130,000 △ 16,500 ４ 減価償却費 304,164 335,649 △ 31,485

２ 長期前受金戻入 186,974 204,237 △ 17,263 ５ 資産減耗費 300 505 △ 205

３ 雑収益 213 277 △ 64 60,185 66,489 △ 6,304

１ 支払利息 43,565 52,885 △ 9,320

２ 消費税及び地方
　 消費税

３ 雑支出 0 104 △ 104

2,000 2,000 0

１ 過年度損益修正損 2,000 2,000 0

 １ 営業収益

（単位：千円）

備　考備　考

16,620

目 比　較

13,500 3,120

１ 下水道事業費用

 ２ 営業外収益

款・項

 １ 営業費用

 ２ 営業外費用

 ３ 特別損失

（単位：千円） 費　　用

目比　較款・項



令和４年度　白馬村下水道事業会計資本勘定予算総括表

本 年 度 前 年 度 本 年 度 前 年 度

予 算 見 積 額 予 算 見 積 額 予 算 見 積 額 予 算 見 積 額

１ 資本的収入 362,245 341,852 20,393 １ 資本的支出 475,688 456,923 18,765

110,000 114,000 △ 4,000 44,988 38,823 6,165

１ 企業債 110,000 114,000 △ 4,000 １ 管渠建設改良費 17,552 38,823 △ 21,271

239,570 209,500 30,070 ２ 処理場建設改良費 27,436 0 27,436

１ 国庫補助金 13,570 0 13,570 430,700 418,100 12,600

２ 他会計補助金 226,000 209,500 16,500 １ 企業債償還金 430,700 418,100 12,600

7,085 6,981 104 0 0 0

１ 分担金 4,000 5,000 △ 1,000 １ 国庫補助金返還金 0 0 0

２ 受益者負担金 1,500 200 1,300

３ その他負担金等 1,585 1,781 △ 196

5,590 11,371 △ 5,781

１ 県補償金 5,590 11,371 △ 5,781

　２ 補助金

(単位：千円）

目

収　　入 支　　出(単位：千円）

比　較 比　較 備　考

　３ 負担金等

　４ 県補償金

款・項

　３ 国庫補助返還金

　２ 企業債償還金

　1 建設改良費

目 備　考款・項

　１ 企業債
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